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休日の部活動の段階的な地域移行について 

【市長会提案】 
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意見交換テーマの提案趣旨 

 

 （ 市長会 ） 

テーマ 休日の部活動の段階的な地域移行について 

 

【趣旨】 

 

 国は、学校の働き方改革を踏まえた持続可能な部活動と教師の負担軽減を両立するた

め、部活動を地域単位の取組とする実践研究を令和２年度から開始し、令和３年度から

は実践研究を全国に拡大、令和５年度からは休日の部活動の段階的な地域移行を図るこ

ととしている。 

 

  令和４年 12 月に公表されたガイドラインでは、令和５年度から令和７年度までの３年

間を改革推進期間と位置付けて、地域の実情に応じて可能な限り早期の実現を目指すこ

ととしている。 

 

  地域移行を進めるに当たって、地域によっては、スポーツクラブなどの受入れ団体が

充足しておらず、指導者や運営団体の確保が難しい状況が見受けられる。また、指導者

謝金、保険、施設の管理・利用、送迎等の経費負担等、課題が山積している状況にある。 

 

 少子化の中でも、将来にわたり子供たちがスポーツ・文化芸術活動に継続して親しむ

ことができる機会を確保することを目指し、保護者や地域指導者の理解を得つつ、これ

までの部活動から大きく異なる新しい仕組みを構築しながら、部活動指導員や地域の指

導者による部活動の推進を図っていく上での諸課題や、県と市町村が連携して行うべき

事項について意見交換を行いたい。 
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休日の部活動の段階的な地域移行について 

 

                       宮崎県教育委員会 

１ 趣旨 

・ 少子化の中でも、将来にわたり子供たちがスポーツ・文化芸術に継続して親しむことが 

できる機会を確保する。 

・ 地域の持続可能で多様なスポーツ・文化環境を一体的に整備し、多様な体験機会を確保 

する。 

・ 生徒にとって望ましい持続可能な部活動と学校の働き方改革の両立を実現する。 

 

２ これまでの取組 

・ 令和３年度から部活動の地域移行に向けたモデル事業に取り組んでおり、令和４年度は 

以下の学校で実践研究を実施 

運動部 ： 三松中、小林中、細野中（小林市） 

文化部 ： 旭中（延岡市） 

・ 令和４年１２月の国のガイドライン公表を受け、保護者や関係団体等の代表者で構成する 

検討委員会を開催、モデル事業の成果・課題等も踏まえ、県の方針や今後のスケジュール 

等について検討 

 

３ 今後の方針 

・ 市町村と連携し、地域の実情に応じて、休日の部活動を段階的に地域へ移行 

・ 部活動の地域移行に関する検討委員会を開催、国のガイドラインに基づく県方針を策定 

・ 市町村の取組を支援するため、コーディネーターを配置 

 

４ 地域移行後のイメージ 

多様な主体による多様な運営 

（例）総合型スポーツクラブ・民間団体・少年団・PTA・ 

   競技団体・文化芸術団体・地方自治体・大学等 
 

部顧問、部活動指導員、 

外部指導者等による指導 

平日（学校） 休日（地域） 
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人口減少に伴う消滅可能性集落対策について 

【町村会提案】 
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意見交換テーマの提案趣旨 

 

 （ 町村会 ） 

テーマ 人口減少に伴う消滅可能性集落対策について 

 

【趣旨】 

 

  県が行った市町村へのアンケート調査では、２０２２年４月時点で中山間地域にある
１，８６１集落のうち消滅可能性が懸念されている集落が２３４集落（１２．５％）あ

り、このうち７集落は１０年以内に消滅する可能性があるとされている。 
 

また、本県の２０２２年の出生数は過去最少の７，６１６人となり、前年比６．１％
減は過去１０年で最大の減少幅となっているところである。 
 

  このような中、中山間地域は、国土の保全や防災・減災、貴重な郷土文化や伝統芸能
の伝承など、様々な多面的・多角的機能を有しており、国民生活にとって極めて重要な
役割を果たし続けている。 

 
このような機能は、地域に人が住み、持続的に維持されることによって発揮されるも

のであり、未来の世代に確実に引き継いでいくことで、次世代が“いきいき”と住み続
けることができる地域になると考える。 

 
  そのために、各市町村においては、地域の担い手不足や人口減少に対応するため、各
集落の実情に応じた独自の対策に取り組んでいる。 

 
  ついては、県における集落対策・少子化対策についてお伺いするとともに、県と市町

村が一体となって取り組んでいけるような対策についての意見交換をお願いしたい。 
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